
   矢板創生推進交付金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、矢板創生推進交付金（以下「交付金」という。）の交付に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 交付金は、行政区等が自主的・主体的に行う地域の課題解決を図る活動の 

 中で、特に先駆的な取組に対し、期間を定めて支援することにより、将来にわた 

 って持続可能な地域づくりの推進に資することを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる意義は、当該各号に定めるところに 

 よる。 

⑴ 行政区等 行政区（矢板市区長設置規則（昭和３５年矢板市規則第８号）第 

３条に規定する区長の担当区域における自治組織をいう。以下同じ。）のほか、 

複数の行政区の集合体をいう。 

⑵ 民間 行政区等、国及び地方公共団体以外の法人、行政区等以外の団体並び 

に個人をいう。 

 （交付対象事業） 

第４条 交付金の交付対象事業は、矢板市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下 

 「矢板市総合戦略」という。）で掲げられた基本目標の実現に寄与し、行政区等 

が行う先駆的な地域づくり事業で、次号に該当し、かつ、第２号から第４号まで 

のいずれかの要件に該当するものとする。 

⑴ 自立性 事業推進主体が自立していくことで、交付金の交付期間終了後には 

 本交付金に頼らずに事業として自走していくことが可能な事業であること。 

 ⑵ 民間協働 行政区のみの取組ではなく民間と協働して行う事業であり、単に 

協働するのみならず民間からの資金（融資や出資など）を得て行うこと。 

 ⑶ 地域間連携 単独の行政区のみの取組ではなく、関係する行政区と連携して 

  広域的なメリットを発揮する事業であること。 

 ⑷ 政策間連携 単一の政策目的を持つ単純な事業ではなく、複数の政策を相互 



  に関連づけて全体として効果を発揮する事業であること。 

２ 行政区等は、前項に規定する事業において、次に掲げる行為をしてはならない。 

 ⑴ 宗教に関する活動及び組織に対する援助、助長若しくは促進又は圧迫若しく 

  は干渉に該当する行為 

 ⑵ 政治団体及び政治的主張に対する援助、助長若しくは促進又は圧迫若しくは 

  干渉に該当する行為 

 ⑶ 選挙運動 

 ⑷ 交付対象事業の目的の範囲を超えて、特定の個人又は団体に対し利益を供与 

  する行為 

 ⑸ 前各号に掲げる行為のほか、市長が交付金の対象として適当でないと認める 

  もの 

 （交付対象経費） 

第５条 交付金の対象となる経費は、別表１のとおりとする。 

 （交付金の交付期間） 

第６条 交付金の交付期間は、１事業につき継続する３箇年度を限度とする。ただ 

 し、特別な事由があると市長が認める場合は、この限りではない。 

 （交付金の額等） 

第７条 交付金の額は、第５条に規定する交付対象経費から交付対象事業に係る収 

 入を控除した額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は交付対象事業について、本市、他の地方公共 

 団体、国等からの他の補助金等が交付されているときは、交付金額から当該他の 

 補助金等により交付される額（交付対象事業に係る部分に限る。）を控除して、

交付金を交付することができる。 

３ 交付金の交付限度額は、１事業につき３箇年度合計で１００万円を上限とする。 

 ただし、矢板市総合戦略の基本目標の実現に著しく寄与し、市長が特に認める場 

 合は、この限りではない。 

４ 交付金の交付回数は、各年度において１回を限度とし、１回あたりの交付限度 

 額を５０万円とする。 

 （交付対象事業の提案） 



第８条 第４条に規定する交付対象事業を実施し、交付金の交付を受けようとする 

 行政区等は、次に掲げる書類を提出し、事業の提案をしなければならない。 

 ⑴ 矢板創生推進交付金事業提案書（別記様式第１号） 

 ⑵ 事業計画書（別記様式第２号） 

 ⑶ 事業収支予算書（別記様式第３号） 

 ⑷ 行政区等の概要（規約、役員名簿等） 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

 （選考委員会） 

第９条 前条の事業の提案があった場合には、市長は、矢板創生推進交付金事業選

考委員会（以下「選考委員会」という。）において審議し、採択又は不採択の決

定をしなければならない。 

２ 選考委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織し、それぞれ次の職に

ある者をもって充てる。 

⑴ 委員長 市長 

⑵ 副委員長 副市長及び教育長 

⑶ 委員 総合政策部長、総務部長、健康福祉部長、市民生活部長、経済建設部 

長、会計管理者兼出納室長、議会事務局長、教育部長、監査委員事務局長、上 

下水道事務所長及び市長が必要と認める者 

３ 委員長は、選考委員会を総理する。 

４ 委員長に事故あるときは、副委員長が代理する。 

 （選考委員会の会議等） 

第１０条 選考委員会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて委員長が 

招集し、委員長が議長となる。 

２ 会議は、半数以上の委員が出席しなければ開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに 

よる。 

４ 選考委員会は、必要があると認めるときは、第８条の事業の提案をした行政区 

等に事業計画等の説明を要請することができる。 

５ 選考委員会の庶務は、総合政策課において処理する。 



６ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が会議に諮 

って定める。 

 （選考結果の通知） 

第１１条 市長は、第９条第１項の決定をしたときは、矢板創生推進交付金事業選

考結果通知書（別記様式第４号）により行政区等に通知するものとする。 

 （事業の変更） 

第１２条 事業採択を受けた行政区等は、事業計画等の提案の内容に変更が生じた 

場合は、速やかに矢板創生推進交付金事業変更申請書（別記様式第５号）を市長 

に提出し、承認を受けなければならない。ただし、変更の内容が軽微な場合には 

提出を省略することができる。 

 （交付金の交付申請） 

第１３条 交付金の交付を受けようとする行政区等（以下「申請者」という。）は、 

 矢板創生推進交付金交付申請書（別記様式第６号）（以下「申請書」という。）

に必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、交付金の申請は、

年度ごとに行うものとする。 

 （交付決定） 

第１４条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、内容を審査の上、矢板創 

 生推進交付金交付決定通知書（別記様式第７号）により、速やかに申請者に通知 

 しなければならない。 

 （交付金の請求） 

第１５条 交付金は、申請者が申請書に基づく事業を完成した後において交付する

ものとする。ただし、市長において特に必要があると認めたときは、当該事業の

完成前に交付金の全部又は一部を交付することができる。 

２ 申請者は、前項の規定により、交付金の交付を受けようとするときは、矢板創 

生推進交付金交付請求書（別記様式第８号）（以下「請求書」という。）を市長 

に提出しなければならない。ただし、請求書の提出は、年度ごとに行うものとす 

る。 

 （実績報告） 

第１６条 申請者は、申請書に基づく事業が完成したときは、矢板創生推進交付金 



事業実績報告書（別記様式第９号）（以下「実績報告書」という。）を市長に提 

出しなければならない。ただし、実績報告書の提出は、年度ごとに行うものとす 

る。 

 （交付金の額の確定） 

第１７条 市長は、前条の規定による実績報告書を受けたときは、当該実績報告書 

を審査の上、交付金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、速やかに交付 

金の額の決定通知書（別記様式第１０号）により申請者に通知するものとする。 

 （情報の公開） 

第１８条 市長は、交付金の交付に係る応募、事業実施の結果・評価の各過程を、 

 矢板市ホームページにおいて公開するものとする。 

２ 交付金の交付を受けようとする又は受けた行政区等は、申請書を提出したとき

に、前項の公開を承諾したものとみなす。 

 （交付金の返還） 

第１９条 交付金の交付を受けた行政区等は、次のいずれかに該当するときは、交 

付金の全部又は一部を返還しなければならない。 

⑴ 事業実施の結果、交付金の剰余を生じたとき 

⑵ 第４条第１項に規定する申請事業以外に交付金を使用したとき 

⑶ 虚偽その他不正の手段により交付金の交付を受けたとき 

⑷ その他市長が特に必要があると認めるとき 

 （委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

  



別表１（第５条関係） 

交付対象経費 

項目 経費の種類 

報償費 研修の講師等謝礼、調査及び研究に係る報償等 

燃料費 石油等燃料（ただし、事業の実施に直接必要とされない経常

的な経費を除く。） 

旅費 交通費、通行料等 

消耗品費 事務用品、用紙代等 

印刷製本費 ポスター、チラシ等の印刷費等 

役務費 郵送料、通信費、イベント保険等 

委託料 イベント会場設営委託料、イベント会場警備委託料等 

使用料及び賃借料 会場使用料、機械・機器の賃借料等 

原材料費 材料費等 

備品購入費 交付対象事業に必要不可欠であるものとし、交付対象経費の

１／２以下であること 

その他の経費 その他市長が認める経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


